
第１３回土地家屋調査士特別研修 

考査 問題用紙 

 

 

注意事項 

１．開始の合図があるまで，問題用紙を開いてはいけません。 

２．落丁・乱丁以外の交換には応じません。 

３．考査時間は，択一式と記述式で午後２時から午後４時までの２時間です。 

４．択一式と記述式の答案用紙それぞれに，『氏名』，『受講区分』，『ブロック名』及

び『ブロック通番』を忘れずに記入してください。 

  なお，ブロック通番は，３桁で記入してください。（記入例参照） 

   （例）ブロック通番が１５番の場合は，百の位に「０」，十の位に「１」，一の位に「５」 

５．択一式問題は，第１問から第１５問までの全１５問です。 

６．記述式問題は，大問が第１問と第２問の２問あります。（第１問は小問１から小問５

まで。第２問は小問１から小問２まで。） 

７．考査開始の合図と同時に問題用紙を確認してください。もし，落丁や乱丁がありまし

たら，直ちに考査監督者に申し出てください。 

８．解答は，択一式と記述式の答案用紙それぞれに記入してください。 

９．択一式の解答は，ＨＢ又はＢの鉛筆を使用してください。また、解答を修正する場合

は，プラスチック製消しゴムを使用してください。 

10．記述式の解答は，黒又は青インクのペン（万年筆又はボールペンでも可。ただし、イ

ンクが消せるものを除く。）を使用してください。また，解答を修正する場合は，二

重線を引いて訂正してください。 

11．択一式と記述式の答案用紙それぞれへ，解答に関係のないことを書いた場合は，その

答案用紙を無効にすることがあります。 

12．答案用紙は，汚したり，折り曲げたりしないでください。また，書き損じをしても，

補充はしません。 

13．問題用紙の最後に,下書き用紙がありますので，適宜，使用してください。 

14．机の上に筆記用具以外を出しておくことは禁止しています。携帯電話等の電子機器は，

必ず電源を切り，鞄等にしまってください。 

15．考査問題に関する質問には，一切お答えしません。 

16．途中退出は，考査開始３０分後から考査終了１０分前まで可能です。途中で退出した

場合は，考査会場へ再入場できません。 

17．提出していただくのは，答案用紙のみです。問題用紙は持ち帰ることができます。 

  ただし，途中で退出する場合は，持ち帰ることはできません。 

 

日本土地家屋調査士会連合会 
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第 １ 問 憲法に関する次の１から４までの記述のうち，日本国憲法前文の内容にない

ものを１つ選びなさい。 

１ 日本国民は，政府の行為によって再び戦争の惨禍が起こることのないよう

にすることを決意する。 

２ 日本国民は，平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して，われらの安全

と生存を保持しようと決意する。 

３ 全世界の国民が，ひとしく恐怖と欠乏から免れ，平和のうちに生存する権

利を有することを確認する。 

４ 日本国民は，国内の平穏を保障し，国民の福祉を増進し，われらとわれら

の子孫のうえに自由をもたらす恵沢を確保する目的をもって，この憲法を制

定する。 

 

 

第 ２ 問 内閣総理大臣に関する次の１から４までの記述のうち，誤っているものを１

つ選びなさい。 

１ 内閣総理大臣は，衆議院議員の中から選ばなければならない。 

２ 内閣総理大臣は，法律の定める場合を除いては，国会の会期中逮捕されな

い。 

３ 内閣総理大臣は，任意に国務大臣を罷免することができる。 
４ 内閣総理大臣は，その在任中，国務大臣の過半数の同意があっても訴追さ

れない。
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第 ３ 問 制限行為能力者に関する次の１から４までの記述のうち，正しいものを１つ

選びなさい。 

１ 未成年者のした契約について，未成年者が取消権を行使しないときは，契

約の相手方は，当該契約を取り消すことができる。 

２ 成年被後見人Ａとの間でＡの所有する不動産を購入する契約を締結した

Ｂが，Ａの成年後見人Ｃに対し，１か月以上の期間を定めて，その期間内に

当該売買契約を追認するかどうか確答すべき旨の催告をした場合，Ｃがその

期間内に何ら回答をしなかったときは，当該売買契約を取り消したものとみ

なされる。 

３ 未成年の子が婚姻をするには，父母の同意を得なければならないが，成年

被後見人が婚姻をするには，その成年後見人の同意を要しない。 

４ 被保佐人が保佐人の同意を得ることを要する行為をその同意を得ないで

した場合，保佐人は，その行為を追認することはできるが，その行為を取り

消すことはできない。 

 

 

第 ４ 問 物に関する次の１から４までの記述のうち，正しいものを１つ選びなさい。 

１ 民法上，不動産とは，土地及び建物をいう。 

２ 民法上，不動産以外の有体物は，全て動産である。 

３ ある土地上に石灯籠が設置されているとき，当該石灯籠は土地の従物であ

るから，土地の所有者は，当該石灯籠を土地と別個独立して処分することは

できない。 

４ 未成熟の果実がついた樹木を購入し，自らが所有する土地に移植した買主

が，その後に成熟した果実を収穫したときは，買主は，売主及び買主がそれ

ぞれ当該果実を成熟させるために樹木を育成していた期間に応じて，売主と

の間で，収穫した果実の価値を清算しなければならない。 
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第 ５ 問 条件が付された法律行為に関する次の１から４までの記述のうち，誤ってい

るものを１つ選びなさい。 

１ 条件付法律行為の各当事者は，条件の成否が未定である間は，その権利義

務を処分することができない。 

２ 条件が成就することによって不利益を受ける当事者が故意にその条件の

成就を妨げたときは，相手方は，その条件が成就したものとみなすことがで

きる。 

３ 条件が成就しないことが法律行為の時に既に確定していた場合において，

その条件が停止条件であるときは，その法律行為は無効となる。 

４ Ａが，Ｂとの間で，「私の気が向いたら宝石を贈与する。」という条件を

付した贈与契約を締結した場合，この契約は無効となる。 

 

 

第 ６ 問 取得時効に関する次の１から４までの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っ

ているものを１つ選びなさい。 

１ 土地の継続的な用益という外形的事実が存在し，かつ，それが賃借の意思

に基づくことが客観的に表現されているときは，土地賃借権を時効取得する

ことができる。 

２ 甲建物の敷地である乙土地の所有権の帰属につき争いがある場合におい

て，甲建物を所有するＡから建物を賃借したＢは，Ａが乙土地の所有権を時

効取得しなければ自らの建物賃借権を失うときであっても，Ａによる乙土地

の取得時効を援用することはできない。 

３ 不動産の時効取得を主張する援用権者は，取得時効の起算点として，占有

を開始した日以後の任意の時点を選択して主張することはできない。 

４ Ａが所有する不動産について，Ｂが占有を継続したことにより取得時効が

完成した場合，Ｂは，Ｂの時効完成後にＡからその不動産を譲り受けたＣに

対して，登記なくして時効による権利の取得を対抗することができる。 
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第 ７ 問 占有に関する次の１から４までの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤ってい

るものを１つ選びなさい。 

１ 甲土地を賃借して占有していたＡを相続したＢは，Ｂ独自の占有に基づく

甲土地の取得時効の成立を主張する場合，自らの占有が所有の意思に基づく

ものであるというために，その事実的支配が外形的客観的にみて独自の所有

の意思に基づくものといえる事情を主張立証しなければならない。 

２ Ａが所有する甲土地をＢから買い受けその占有を開始したＣが，売買契約

当時，他人の物の売買であるため甲土地の所有権を直ちに取得するものでな

いと知っていた場合には，Ｃの甲土地の占有は，初めから所有の意思がなか

ったものとみなされる。 

３ 動産の所有者であって自ら動産を占有するＡが，Ｂとの間で売買契約を締

結し，同時にＢを貸主，Ａを借主とする使用貸借契約を締結した場合，以後

Ｂのために占有する旨のＡの意思表示によって，Ｂは動産の占有権を取得す

る。 

４ ＡがＢに保管させているＡ所有の動産をＣに売却した場合において，Ａが

Ｂに対して以後Ｃのために動産を保管することを命じ，Ｃがこれを承諾した

ときは，Ｃは，動産の占有権を取得する。 

 

 

第 ８ 問 相隣関係に関する次の１から４までの記述のうち，誤っているものを１つ選

びなさい。 

１ 土地の所有者は，隣地の竹木の枝が境界線を越えるときは，自らその枝を

切り取ることができ，隣地の竹木の根が境界線を越えるときは，その竹木の

所有者に，その根を切除するよう求めることができる。 

２ 土地の所有者は，隣地との境界付近において建物を修繕するため必要な範

囲内で，隣地の使用を請求することができるが，隣地所有者がこれにより損

害を受けたときは，その償金を支払わなければならない。 

３ 土地の分割によって公道に通じない土地が生じた場合，その土地の所有者

は，公道に至るため，他の分割者の所有地のみを通行することができ，その

通行について償金を支払う必要はない。 

４ 二棟の建物がその所有者を異にし，かつ，その間に空地があるときは，各

所有者は，他の所有者と共同の費用で，その境界に囲障を設けることができ

る。 
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第 ９ 問 地上権及び土地の賃借権に関する次の１から４までの記述のうち，誤ってい

るものを１つ選びなさい。 

１ 土地所有者は，地上権者に対し，土地を使用に適する状態にする義務を負

わないが，賃貸人は，賃借人に対し，土地を使用に適する状態にする義務を

負う。 

２ 地上権者は，土地所有者の承諾を得ることなく地上権を第三者に譲渡する

ことができるが，建物の所有を目的とする土地の賃借人は，賃貸人の承諾又

はそれに代わる裁判所の許可を得なければ，土地の賃借権を譲渡することが

できない。 

３ 建物の所有を目的とする土地の地上権又は土地の賃借権は，その登記がな

くても，土地の上に当該権利者が登記されている建物を所有するときは，こ

れをもって第三者に対抗することができる。 

４ 地上権と土地の賃借権は，いずれも抵当権の目的とすることができる。 

 

 

第１０問 債権者代位権に関する次の１から４までの記述のうち，判例の趣旨に照らし

誤っているものを１つ選びなさい。 

１ 債権者が債務者に代位して，債務者が第三債務者に対して有する所有権移

転登記請求権を行使する場合，債権者は，第三債務者から直接自己へ登記を

移転する旨の登記手続を求めることができない。 

２ 債務者が既に自ら権利を行使している場合には，その行使の方法又は結果

の良否にかかわらず，債権者は，その権利について債権者代位権を行使する

ことができない。 

３ 債権者が債務者に代位して，債務者の第三債務者に対する債権を行使した

場合において，第三債務者が債務者に対する同時履行の抗弁権を有している

ときであっても，第三債務者は，債権者に対しては，同時履行の抗弁を主張

することができない。 

４ 債権者代位権を行使するためには，被保全債権が代位行使される権利より

も先に成立している必要はない。 
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第１１問 敷金に関する次の１から４までの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤ってい

るものを１つ選びなさい。 

１ 賃貸借契約の目的建物の譲受人が賃貸人たる地位を承継した場合，旧賃貸

人に対し差し入れられた敷金は，賃借人の旧賃貸人に対する未払賃料債務が

あればその弁済としてこれに当然充当され，残額についてのみ，その権利義

務関係が新賃貸人に承継される。 

２ 土地の賃貸借契約において，目的土地上の建物の所有権が土地賃借権とと

もに譲渡され，その土地賃借権の譲渡について賃貸人が承諾したことにより

旧賃借人が賃貸借関係から離脱した場合，旧賃借人が差し入れた敷金につい

ての権利義務関係は，土地賃借権とともに当然に新賃借人に移転する。 

３ 敷金は賃貸借契約終了後目的物の明渡義務履行までに生じる損害金その

他賃貸借契約関係により賃貸人が賃借人に対し取得する一切の債権を担保

するものであるから，その返還請求権は，目的物の明渡し完了の時にそれま

で生じた被担保債権を控除し，なお残額がある場合にその残額について発生

する。 

４ 建物賃貸借契約終了に伴う賃借人の建物明渡債務と賃貸人の敷金返還債

務とは，特別の約定のない限り，同時履行の関係には立たず，賃貸人は，賃

借人から建物の明渡しを受けた後に敷金の残額を返還すれば足りる。 

 

 

第１２問 遺言に関する次の１から４までの記述のうち，正しいものを１つ選びなさい。 

１ 自筆証書遺言をするには，２人以上の証人の立会いがなければならない。 

２ 包括遺贈を受けた者は，相続財産に属する債務を承継する。 

３ 受遺者が遺贈を承諾したときは，遺贈者の相続人と受遺者との間で贈与契

約が成立したものとみなされる。 

４ 夫婦は，同一の証書で遺言をすることができる。 
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第１３問 民事訴訟における権利能力なき社団に関する次の１から４までの記述のう

ち，判例の趣旨に照らし誤っているものを１つ選びなさい。 

１ 代表者の定めのある権利能力なき社団は，被告にもなることができる。 

２ 権利能力なき社団は，法人格ある社団と同様，その代表者が訴訟を追行す

る。 

３ 権利能力なき社団は，不動産登記訴訟の原告になることができる。 

４ 第一審判決において権利能力なき社団ではないと認定されたために訴え

を却下された団体は，控訴を提起することができない。 

 

 

第１４問 次の１から４までの記述のうち，民事訴訟手続の中断事由に当たらないもの

を 1 つ選びなさい。 

１ 当事者の死亡 

２ 当事者の訴訟能力の喪失 

３ 訴訟代理人の死亡 

４ 当事者である法人の合併による消滅 

 

 

第１５問 土地家屋調査士が行う業務に関する次の１から４までの記述のうち，正しい

ものを１つ選びなさい。なお，民間紛争解決手続代理関係業務については，土

地家屋調査士法第３条第２項に規定する土地家屋調査士が弁護士と共同で受

任するものとする。 

１ Ａを相手方とする甲土地に係る民間紛争解決手続の代理業務をＢから受

任している土地家屋調査士Ｃは，Ｄを相手方とする乙土地に係る筆界特定の

代理業務の依頼をＡから受けた場合，当該筆界特定の代理業務を受任するこ

とについてＢから同意を得たとしても，これを受任することはできない。 

２ 過去にＡからの依頼により建物の滅失の登記の申請手続を受任したこと

のある土地家屋調査士Ｂは，Ａを相手方とする民間紛争解決手続の代理業務

をＣから依頼された場合，これを受任することはできない。 

３ 甲土地の登記名義人Ａが申請する筆界特定の代理業務を受任している土

地家屋調査士Ｂは，当該筆界特定の事件に係る関係土地の登記名義人Ｃから

Ｄを相手方とする民間紛争解決手続の代理業務を依頼された場合，これを受

任することができる。 

４ 土地家屋調査士Ａは，かつて土地家屋調査士法人Ｂの社員であった期間内

にＢが受任していた筆界特定の代理業務に関与していた場合において，Ｂを

退社した後に当該筆界特定の代理業務の相手方から建物の表題の登記の申

請手続を依頼されたときは，これを受任することはできない。 
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第１問 

別紙概略図記載の土地について，別紙記載のＡとＢの言い分に基づいて，以下の各小

問に答えなさい。なお，別紙概略図イウカキイの各点を順次直線で結んだ範囲の土地を，

「本件係争地」という。 

 

［小問１］ 

認定土地家屋調査士ＸがＡの代理人として，Ｂを相手方とする民間紛争解決手続とし

ての調停を申し立てようとする場合に（ただし，弁護士との共同受任を前提とする。），

申立ての趣旨をどのように記載すべきか。簡潔に記載しなさい。 

 

［小問２］ 

小問１で解答した申立ての趣旨は，どのような法的請求か。簡潔に記載しなさい。 

 

［小問３］ 

Ｘが申し立てた民間紛争解決手続としての調停において，Ｂが，２０年の占有の継続

に基づき本件係争地の所有権を取得したと主張する場合，Ｂはどのような具体的事実を

主張すべきか。箇条書きで簡潔に記載しなさい。 

 

［小問４］ 

Ｂの小問３の主張に対して，Ａはどのような反論ができるか。また，その主張を推認

させる事実としてどのような具体的事実を主張すべきか。反論の概要と具体的事実を，

箇条書きで簡潔に記載しなさい。 

 

［小問５］ 

Ｂが，平成１９年１月１０日を起算点とする本件係争地の時効取得を主張する場合，

Ｂは，どのような具体的事実を主張すべきか。箇条書きで簡潔に記載しなさい。 
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【Ａの言い分】 

甲土地及び丙建物は，私の母Ｍの代から所有しています。丙建物はアパートです。 

甲土地上には古い井戸があり，井戸の東側（ウとカを結ぶ点線）が甲土地と乙土地の

境界であると母Ｍから聞いています。井戸は甲土地上にあり，昔から甲土地の所有者が

使用していたそうですが，井戸があったので乙土地との間には仕切りなど設けていなか

ったそうです。 

平成９年３月ころ，Ｂの父Ｎが乙土地を前所有者Ｓから購入したそうです。母Ｍから

聞いたところによると，Ｎは，建設業を営む個人事業者であり，乙土地はその事業用地

として購入したそうで，その時期，乙土地上には古い民家が建っており，Ｎがこれを取

り壊した際に，工事のついでに既に使わなくなっていた井戸も埋めましょうかと申出が

あり，母Ｍはそのままにしておいても危険なだけなので，お願いしたそうです。 

ところが，Ｎは，井戸を埋めた部分に資材などを置くようになり，母Ｍとしては，井

戸を埋めてもらったこともあり，しばらくそのままにしていたそうです。ただ，Ｎの使

用が長期に及んだので，母Ｍが使用をやめるよう申し入れたところ，Ｎは，勝手に使用

していたことを詫びて，本件係争地を使用させてほしいと申し入れてきたので，母Ｍは，

雑草の処理をして，きれいにしてもらえるのであればかえって助かるので，固定資産税

程度の地代をもらい使用させていたらしいのです。その際に何か契約書を取り交わした

かどうかは分かりません。 

その後，平成１９年１月にＮが亡くなり，ＢがＮの個人事業を引き継ぎ，乙土地と本

件係争地を使用するようになったのですが，Ｂの引継後，地代が支払われなくなってし

まったそうです。さらに，母Ｍは，平成２４年５月，Ｂが別紙概略図イキの各点を直線

で結んだところにフェンスを設置したことを発見したので，フェンスを取り外して資材

置き場としての使用をやめるよう通告したそうです。すると，Ｂは，本件係争地は乙土

地に属するものだと述べたそうです。母Ｍは高齢で病気がちでもあったことから，法的

手続をすることなく，そのままになってしまったのです。平成２９年９月に母Ｍが亡く

なりました。父は母Ｍより先に他界しており，母Ｍの子は私一人です。甲土地及び丙建

物は，私の住まいから遠く管理もできませんので，売却せざるを得ないのですが，それ

には，Ｂから本件係争地を明け渡してもらう必要があります。 

 

以上 



12 

 

【Ｂの言い分】 

乙土地は，平成９年３月１０日に，個人で建設業を営む父Ｎが前所有者Ｓから購入し

たもので，父Ｎの購入時に確かに古い井戸がありました。古い井戸の回りには，雑草な

ども生えてほとんど手入れがされていない状態でした。 

父Ｎは，乙土地を取得して間もなく，本件係争地を有効利用するために雑草の処理を

して，さらに，使用されていなかった井戸を埋めたのです。井戸を埋める費用も数十万

円掛かったそうですが，それらの費用は全て父Ｎが負担していたはずです。その後も，

父Ｎが除草などを行っていました。 

私は，平成１８年４月から父Ｎの仕事を手伝うようになり，事業のことも少しずつ教

わっていました。本件係争地については，父Ｎが資材置き場として使用を始めたころ，

Ｍから資材の置き方について苦情を言われたので，隣地に迷惑を掛けないよう整理整頓

することや，土地の境界があいまいにならないよういずれ甲土地と乙土地の境界（イと

キを結ぶ線）にフェンスを設置しないといけないと言われていました。父ＮがＭに地代

を支払っていたということは聞いたことがありません。 

平成１９年１月１０日，父Ｎが亡くなり，以後私が父Ｎの事業を継いで，乙土地と本

件係争地を使用しています。父Ｎの後を継いで間もなく，Ｍが訪ねて来て，地代を支払

うよう言われたので，このときＭとは初対面でしたが，おかしなことをいう人だと思い，

「私が使っているのは全て私の土地ですよ。」と答えると，驚いたような表情をして帰

ってしまいました。その後，Ｍから地代を支払うよう何度か手紙が届いたので，念のた

め，父Ｎの生前の確定申告書を調べてみたのですが，地代を支払っている旨の記載はあ

りませんでした。平成２３年１２月だったと記憶していますが，今後のこともあるので，

別紙概略図イキの各点を直線で結んだところにフェンスを設置しました。すると，フェ

ンスを設置してから５か月後，Ｍから，フェンスを取り外して本件係争地の使用をやめ

るよう書面が届きました。Ｍの言い掛かりもひどい状態になり困ったものだと思い，本

件係争地は乙土地に属するもので私の所有です，と回答書を送りました。それきりＭか

ら何の連絡もなくなりましたので，Ｍの言い掛かりはようやく収まったと考えていまし

た。現在も同様に使用を継続しています。 

仮に，本件係争地が甲土地に属するとしても，父Ｎが，本件係争地を平成９年３月か

ら使用を始めその後私が引き継いで現在に至っているので，もう時効によって所有権を

取得したといえるのではないでしょうか。また，父ＮがＭに地代を払っていたとしても，

私はそのようなことは全く知らなかったので，父Ｎの使用とは関係なく，時効によって

所有権を取得したと主張したいと考えます。 

 

以上 
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第２問 

認定土地家屋調査士Ａは，甲土地の所有者Ｂから，隣地である乙土地の所有者Ｃとの

間で，甲土地と乙土地との境界について紛争となっているので，Ｃを相手方とする民間

紛争解決手続（ただし，弁護士との共同受任を前提とする。）の申立てをしてほしい，

との依頼を受け受任した。ところが，民間紛争解決手続の申立てを行う前にＢが死亡し，

Ｄ及びＥが甲土地を共同相続した。Ｄ及びＥは，Ｂと同様，Ａに対し，Ｃを相手方とす

る民間紛争解決手続の申立てをしてほしい，と改めて依頼した。 

 

［小問１］ 

仮に，Ａが，Ｄ及びＥからの依頼を受けて民間紛争解決手続代理関係業務を受任する

場合，Ａは，受任に当たって，Ｄ及びＥに対し，どのような説明をすべきか。２００字

以内で簡潔に記載しなさい。 

 

［小問２］ 

Ｄ及びＥの代理人として民間紛争解決手続の申立てを行った後に，Ａが，Ｄ及びＥに

対し，調査した結果に基づく和解案をＣに提示したい，と申し出たところ，ＤはＡの和

解案に了解したものの，Ｅは当該和解案よりＤ及びＥに有利な和解案でないと納得でき

ない，と主張した。この場合，Ａは，Ｄ及びＥに対し，どのように対応すべきか。２０

０字以内で簡潔に記載しなさい。なお，Ｅの主張する和解案も一定の根拠があることを

前提とする。 


